
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　配管を有する配管系を組立てた後に前記配管の内部に冷却流体を流し、その後加熱コイ
ルを有する高周波加熱装置を用いて配管を加熱して配管の内面と配管の外面 間に温度
差を発生させる熱処理方法において、
　

　

熱処理方法。
【請求項２】
　前記冷却流体が純水であることを特徴とする請求項１に記載の配管系の熱処理方法。
【請求項３】
　前記配管系は原子炉配管であり、前記冷却流体は原子炉で供給可能な原子炉水であるこ
とを特徴とする請求項１に記載の配管系の熱処理方法。
【請求項４】
　配管の外表面から加熱コイルの内表面までの距離を、加熱コイルの長手方向に変化させ
たことを特徴とする請求項１ないし請求項３のいずれか１項に記載の配管系の熱処理方法
。
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との

前記配管の軸方向に延びたスペーサを、配管の周方向に複数個分散して配置し、前記配
管の軸方向で２分割された加熱コイルをそれぞれ前記複数個のスペーサを挟んで接続して
通電の経路を形成し、

前記配管表面と加熱コイルとの距離を前記スペーサにより保って、前記配管の内面と前
記配管の外面との間に温度差を発生させ、前記内面を引張降伏させ、前記外面を圧縮降伏
させることを特徴とする



【請求項５】
　加熱コイルの中心を配管の中心から偏心させることにより、加熱コイルと配管外表面間
距離を周方向に変化させたことを特徴とする請求項４に記載の配管系の熱処理方法。
【請求項６】
　配管と加熱コイル間の隙間を周方向にほぼ一定にし、この形成された隙間内の空気の流
動を防止したことを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載の配管系の
熱処理方法。
【請求項７】
　前記加熱コイルの巻き数は少なくとも２巻きを超えており、この巻き間隔を変化させた
ことを特徴とする請求項１ないし請求項６のいずれか１項に記載の配管系の熱処理方法。
【請求項８】
　前記加熱コイルを少なくとも２個備え、各加熱コイル毎に電流を制御可能としたことを
特徴とする請求項１ないし請求項７のいずれか１項に記載の配管系の熱処理方法。
【請求項９】
　前記加熱コイルに供給する高周波電流の周波数を、時間とともに変化させることを特徴
とする請求項１ないし請求項８のいずれか１項に記載の配管系の熱処理方法。
【請求項１０】
　前記加熱コイルが加熱する配管表面の温度を測定し、この測定した温度に基づいて加熱
コイルに供給する電流を制御すること 特徴とする請求項８に記載の配管系の熱処理方法
。
【請求項１１】
　前記加熱コイルが加熱する配管表面の電流または電圧の少なくともいずれかを検出し、
この検出値に基づいて加熱コイルに供給する電流を制御することを特徴とする請求項８に
記載の配管系の熱処理方法。
【請求項１２】
　加熱するコイルを設置する前に配管系内面の欠陥の有無を非破壊検査で確認し、欠陥が
検出された場合は加熱コイルを用いて欠陥が検出されない場合とは異なる加熱を欠陥近傍
に施すことを特徴とする請求項１ないし請求項１１のいずれか１項に記載の配管の熱処理
方法。
【請求項１３】
　配管の外表面を全周にわたり冷却する冷却部の軸方向前後方向に加熱部を形成し、この
加熱部を加熱コイルにより配管の全周にわたり加熱することを特徴とする請求項１ないし
請求項１２のいずれか１項に記載の配管の熱処理方法。
【請求項１４】
　配管外表面を全周にわたり加熱コイルにより加熱する加熱部の軸方向前後方向に配管の
全周にわたり冷却する冷却部を形成したことを特徴とする請求項１ないし請求項１３のい
ずれか１項に記載の配管の熱処理方法。
【請求項１５】
　配管系の外表面側に配置され、 高周波誘導加熱用の
加熱コイルと、
　

　前記加熱コイルに取り付けられ内部を冷却水が循環する冷却水配管と、
　 に高周波電流を供給する手段と、
　前記加熱コイルが加熱した配管系の外表面の温度を検出する温度測定装置と、
　この温度測定装置が検出した温度に基 いて前記加熱コイルを制御する制御装置とを備
え、
　 前記加熱コイ
ルにより配管系を加熱して配管系の内面に圧縮残留応力を発生させることを特徴とする配
管系の熱処理装置。
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を

前記配管系の軸方向で２分割された

前記配管系の軸方向に延びたスペーサを配管の周方向に複数個分散させ、前記分割され
た加熱コイル毎に配置させるスペーサ周方向取付治具と、

接続された前記高周波誘導加熱用の加熱コイル

づ

前記スペーサを介して前記配管系の表面と加熱コイルとの距離を保って、



【請求項１６】
　前記加熱コイルを少なくとも２組有し、各加熱コイルに独立に高周波電流を供給可能と
したことを特徴とする請求項１５に記載の配管系の熱処理装置。
【請求項１７】
　前記配管は、加熱コイルが加熱する部分の強度または材質の少なくともいずれかが配管
軸に沿って変化するものであり、この配管の強度または材質に応じて加熱コイルを配置し
て加熱度を変化させたことを特徴とする請求項１５に記載の 。
【請求項１８】
　前記配管の内部に導かれた冷却流体を加圧し、配管内部を満水の状態にして冷却流体を
流すことを特徴とする のいずれか１項に記載の

。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、配管系の熱処理方法および熱処理装置に係り、特に原子力発電プラントに用い
られる配管に好適な配管系の熱処理方法および熱処理装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
構造材に応力腐食割れが発生するのを抑制するために、腐食環境に曝される領域の引張残
留応力を低減する例が、特公昭５３－３８２４６号公報に記載されている。この公報では
、既設配管溶接部位の配管内面の引張残留応力を低減するために、プラントの配管系を組
立てた後に配管系が有する配管の内部に冷却流体を流すとともに配管の外部を加熱し、配
管の内面と配管の外面間に温度差を発生させている。そして、内面を引張降伏させ外面を
圧縮降伏させて、応力腐食割れを防止している。
【０００３】
また、特開２００１－２６２２３５号公報には、容器の溶接部の残留応力を除去するため
に、パーソナルコンピュータなどを用いて配管・容器局部熱処理装置を構成し、パソコン
の指示に従い段取りし、熱処理プログラムパターンに従い自動運転することが記載されて
いる。さらに、特開２００１－３１２０号公報には、容易に施工が可能で、溶接継手の強
度を高めて信頼性を向上させるために、耐熱鋼と枝管の溶接において母管と同一鋼種の短
管を耐熱鋼と同等組成の溶接材料を用いて母管に接続し、溶接後に耐熱鋼の焼きならし温
度および焼き戻し温度で熱処理し、その後短管の先端に枝管を溶接することが記載されて
いる。
【特許文献１】
特公昭５３－３８２４６号公報
【特許文献２】
特開２００１－２６２２３５号公報
【特許文献３】
特開２００１－３１２０号公報
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
上記従来の技術に記載の各公報では、溶接金属部位に発生するおそれのある応力腐食割れ
については、十分には配慮されていない。一般に溶接金属は、配管母材と比較して降伏応
力が高く、したがって溶接により発生する引張残留応力も、降伏応力程度になっている可
能性が高い。そのため、引張降伏を起こすためには、内面に発生させる引張応力を十分に
大きくする必要がある。
【０００５】
本発明は上記従来の技術の不具合に鑑みなされたものであり、その目的は、原子力プラン
ト等に用いられる配管系の接続部の信頼性を熱処理により向上させることにある。また、
簡単な構成で熱処理を実現することにある。
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配管系の熱処理装置

請求項１５ないし請求項１７ 配管系の熱処
理装置



【０００６】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成する本発明の特徴は、

【０００７】
そしてこの特徴において、冷却流体が純水であってもよく、また配管系は原子炉配管であ
り、冷却流体は炉水であってもよい。また、配管の外表面から加熱コイルの内表面までの
距離を、加熱コイルの長手方向に変化させるのが好ましく、加熱コイルの中心を配管の中
心から偏心させることにより、加熱コイルと配管外表面間距離を周方向に変化させるよう
にしてもよい。
【０００８】
好ましくは、配管と加熱コイル間の隙間を周方向にほぼ一定にし、この形成された隙間内
の空気の流動を防止するか、加熱コイルの巻き数は少なくとも２巻きを超えており、この
巻き間隔を変化させる。また好ましくは、加熱コイルを少なくとも２個備え、各加熱コイ
ル毎に電流を制御可能とする。
【０００９】
そして、加熱コイルに供給する高周波電流の周波数を、時間とともに変化させてもよく、
加熱コイルが加熱する配管表面の温度を測定し、この測定した温度に基づいて加熱コイル
に供給する電流を制御してもよく、加熱コイルが加熱する部分の配管の強度または材質の
少なくともいずれかが配管軸に沿って変化する場合には、この配管の強度または材質に応
じて加熱コイルを配置して加熱度を変化させてもよい。
【００１０】
また好ましくは、加熱コイルが加熱する配管表面の電流または電圧の少なくともいずれか
を検出し、この検出値に基づいて加熱コイルに供給する電流を制御するものであり、加熱
するコイルを設置する前に配管系内面の欠陥の有無を非破壊検査で確認し、欠陥が検出さ
れた場合は加熱コイルを用いて欠陥が検出されない場合とは異なる加熱を欠陥近傍に施す
のがよい。
【００１１】
さらに、配管の外表面を全周にわたり冷却する冷却部の軸方向前後方向に加熱部を形成し
、この加熱部を加熱コイルにより配管の全周にわたり加熱するとか、配管外表面を全周に
わたり加熱コイルにより加熱する加熱部の軸方向前後方向に配管の全周にわたり冷却する
冷却部を形成するようにしてもよい。
【００１２】
　上記目的を達成するための本発明の他の特徴は、

【００１３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明のいくつかの実施例を図面を用いて説明する。図１ないし図５は本発明に係
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管を有する配管系を組立てた後に配管の内部に冷
却流体を流し、その後加熱コイルを有する高周波加熱装置を用いて配管を加熱して配管の
内面と配管の外面との間に温度差を発生させる熱処理方法において、配管の軸方向に延び
たスペーサを、配管の周方向に複数個分散して配置し、配管の軸方向で２分割された加熱
コイルをそれぞれ複数個のスペーサを挟んで接続して通電の経路を形成し、配管表面と加
熱コイルとの距離をスペーサにより保って、配管の内面と配管の外面との間に温度差を発
生させ、内面を引張降伏させ、外面を圧縮降伏させることを特徴とするものである。

配管系の外表面側に配置され、配管系
の軸方向で２分割された高周波誘導加熱用の加熱コイルと、配管系の軸方向に延びたスペ
ーサを配管の周方向に複数個分散させ、分割された加熱コイル毎に配置させるスペーサ周
方向取付治具と、加熱コイルに取り付けられ内部を冷却水が循環する冷却水配管と、接続
された高周波誘導加熱用の加熱コイルに高周波電流を供給する手段と、加熱コイルが加熱
した配管系の外表面の温度を検出する温度測定装置と、この温度測定装置が検出した温度
に基づいて加熱コイルを制御する制御装置とを備え、スペーサを介して配管系の表面と加
熱コイルとの距離を保って、加熱コイルにより配管系を加熱して配管系の内面に圧縮残留
応力を発生させることを特徴とするものである。



る配管系の熱処理装置の一実施例の図である。図１では、配管の外周部に熱処理装置を取
付けた様子を模式的に示している。配管の中心軸が水平になるように設置された直管１ａ
と直管１ｂを溶接部位２で溶接し、溶接部内面に圧縮残留応力を発生させている。配管外
面の溶接金属部位に、溶接部表面の温度を測定するための熱電対２２が取付けられている
。熱電対２２はケーブル２３を介して温度計測機２１ａに接続されている。温度計測機２
１ａは、熱電対２２による熱起電力による電圧をＡＤコンバーター（図示していない）に
よりデジタル値に変換し、制御装置１８に送っている。
【００１４】
配管には、スペーサー１２を介して加熱コイル１１が螺旋状に取付けられている。加熱コ
イル１１の加熱コイル端部１０ａ、１０ｂには、高周波電流が高周波発信器１７からトラ
ンス１６およびケーブル１４を介して供給される。ケーブル１４の途中には、二次電流検
出用の電流検出器２０が取付けられており、二次電流計測機２１ｂとＡＤコンバータ（図
示していない）を介して制御装置１８に送る。制御装置１８は、トランスで発生させる高
周波電流の実効値と周波数とを制御する図示しない制御手段を有している。さらに、加熱
コイル１１およびトランス１６、高周波発信器１７には、冷却水循環機構１９よりホース
１５を介して冷却水が供給される。
【００１５】
次に、装着する部品である加熱コイル１１、および加熱コイルを支持するスペーサー１２
、およびスペーサー周方向取付治具について順次説明する。
【００１６】
図２に加熱コイル１１構造の詳細を示す。加熱コイルは高周波電流が流れる帯状の銅板１
１ａと、銅板１１ａを冷却するための管１１ｂから構成される。
【００１７】
図３に配管１の中心軸を法線とするような平面で仮想的に切ったときの断面を示す。スペ
ーサー１２は、スペーサー周方向取付治具１３ａと１３ｂのそれぞれに約４５°間隔で取
付けられている。また、スペーサー１２は、配管周方向の上側と、配管周方向の下側とを
比較すると、下側の方がスペースが小さくなるように設定されている。スペーサー周方向
取付治具１３ａ、１３ｂの２つの部分をボルトおよびナット２４で固定して、配管１に取
付ける。
【００１８】
図４に熱処理装置を配管に設置するために、分離した状態を示す。半円弧上のスペーサー
周方向取付治具１３ａと１３ｂには、スペーサー１２が周上に取付けられている。スペー
サー周方向取付治具１３ａと１３ｂの曲率半径は配管１の外面の曲率半径と等しくなるよ
うにしてある。そのため、設置に際しては、半円弧上のスペーサー周方向取付治具を管表
面に合わせて取付けるのみで配管表面と加熱コイルの間の隙間を適切にとることが可能と
なる。スペーサー１２とスペーサー１２の間には、断熱材２５が設置されている。
【００１９】
加熱に際して、管表面が空気に曝されていると空気との熱伝達により管表面の加熱が進ま
ない。一方、断熱材２５により配管表面から周囲への熱伝達を小さくすることにより効率
良く配管を加熱できる。また、断熱材はスペーサーおよび加熱コイルと一体となっている
ため工数の増加は伴わず、短時間で設置することが可能である。断熱材２５は、周囲の空
気への熱伝達を小さくするものであれば何でも適用できるが、例えば電気的絶縁性を有し
、不燃性の繊維からなる綿状の材料を用いる。
【００２０】
次に熱処理の施工の手順について説明する。図１において、装置を図示される状態に準備
した後に、溶接継手２で接合されている配管１ａと配管１ｂの内部を冷却流体で満たし、
また、冷却水循環装置１９を起動して加熱コイル１１およびトランス１６、高周波発信器
１７に冷却水を供給した後に、加熱コイル１１に高周波電流を流す。加熱コイル１１を流
れる高周波電流により、配管外表面には誘導電流が誘起され、それにより配管の電気抵抗
により発熱する。配管表面の温度は熱電対２２により測定され、制御装置１８により外表
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面が所定の温度になるに加熱コイルに供給する電流が制御される。一方、配管の内面は冷
却材と接しているため、外面よりも低い温度となる。そのため、配管の外面と内面で温度
差が発生する。
【００２１】
配管溶接部に発生している溶接残留応力は、周上の位置によらずほぼ一定である。そのた
め、全周にわたって配管内面に圧縮残留応力を発生させるためには、配管の全周にわたっ
て、配管の外面と内面の温度差が周上の位置によらず一定になるように発生させるのが好
ましい。そこで、配管の外面と内面に発生する温度差について説明する。
【００２２】
配管内面の溶接残留応力を低減するのに好適な管厚さ方向の温度分布は、例えば、材料の
鋭敏化が発生するタイプ３０４ステンレス鋼では最高温度が５５０℃以下、内外表面の温
度差は２２０℃以上であるとされている。これらの最高温度の値、および内外表面の温度
差の値は、材料の鋭敏化の発生の有無および材料の物性値（ヤング率、ポアソン比、降伏
応力、線膨張係数）から求められたものである。また、タイプ３１６Ｌステンレス鋼では
、材料の鋭敏化が発生しにくいため、最高温度を５５０℃よりも高い温度に設定しても問
題ない。
【００２３】
図５に、配管の外面を加熱中の内面から外面までの温度分布を示す。配管１の外表面と加
熱コイル１１との距離が周方向にわたって一定の場合条件と、配管１の外表面と加熱コイ
ル１１との距離が下側で小さく上側で大きい場合について、配管の下側の評価ライン（図
中の４１ａまたは４２ａ）、中間位置の評価ライン（図中の４１ｂまたは４２ｂ）、およ
び上側の評価ライン（図中の４１ｃまたは４２ｃ）のそれぞれについて示す。
【００２４】
図５に示すグラフでは、配管内面からの距離を横軸にとっている。原点Ｏは管内面を表し
ており、破線４３で示す位置は管外面を表している。水平方向に設置された配管では、加
熱により内部の水が対流を起こす。そのため、加熱コイルが管の全周にわたって配管表面
と等距離に設置されていたとすると、高周波誘導加熱による発熱量は全周にわたって等し
いのに対して、管内面では冷却材である水が対流を起こすため、結果として管上部と比較
して管底部の方が温度が上昇しにくくなる。そのため、配管の下側の評価ライン４１ａ、
中間位置の評価ライン４１ｂ、および上側の評価ライン４１ｃに沿った温度分布を示すと
、曲線４４ａ、４４ｂおよび４４ｃのようになり、配管の周方向において、上側と比較し
て下側になるほど内面と外面の温度差は小さくなる。
【００２５】
一方、配管の上側と比較して下側の方が加熱コイルと管表面の距離が小さくなるように設
定されていると、下側の方が発熱量が大きくなる。そのため、配管内に満たされた冷却材
が対流を起こしても、上側と比較して下側の方が発熱量が大きいため、配管の下側の評価
ライン４２ａ、中間位置の評価ライン４２ｂ、および上側の評価ライン４２ｃに沿った温
度分布を示すと、いずれの評価ラインにおいても曲線４５のようになり、内面と外面の温
度差は、配管の周方向全体にわたって均一にすることができる。
【００２６】
このように、図４に示した周方向に２分割されるスペーサー周方向取付治具に、配管の周
方向の位置で上側と比較して下側になるほど配管外表面とコイルとの隙間が小さくなるよ
うなスペーサーを設置して、そのスペーサー上に加熱コイルを設置することにより、配管
に加熱コイルを設置する際に配管外面と加熱コイルの隙間を短時間に精度よく設定するこ
とが容易になる。さらに、配管の全周にわたって内面と外面の温度差が一様になるように
配管を加熱することが可能となる。本加熱方法を用いることにより配管内面の引張残留応
力を圧縮応力化できる。
【００２７】
なお、本実施例では、加熱コイルを支持するスペーサーの周方向の間隔を約４５℃として
、スペーサーとスペーサーの間に断熱材を設置して隙間内の空気の流動を防止することに
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より、配管の表面を高温に保つようにした。断熱材を設置する代わりに、スペーサーの数
を増やし、スペーサーの周方向の間隔を密にすることにより、隙間内の空気の流動は防止
しても良い。
【００２８】
本発明に係る熱処理装置の他の実施例を、図６を用いて説明する。本実施例の熱処理装置
は、配管の中心軸が鉛直になるように設置された直管と直管の溶接部位に適用されている
。図１に示した実施例の場合とは、スペーサー１２の形状が異なり、加熱コイル１１と配
管１の外面の距離は、配管の中心軸に沿って下方の方が、上方と比較して小さくなる形状
になっている。
【００２９】
図６において、スペーサー１２と、それに固定された加熱コイル１１を配管溶接部位２を
軸方向に挟む位置に設置し、図１に示した実施例と同様に冷却水循環装置により加熱コイ
ルに冷却水を循環しながら、加熱コイルに高周波の電圧を負荷する。加熱コイルに高周波
電流が供給されることにより配管の外表面では誘導電流が誘起され、配管の電気抵抗によ
り発熱が起きる。配管の下方の方が上方と比較して管外表面と加熱コイルとの間隔は小さ
くなるように加熱コイルが設置されている。そのため、発熱量は、相対的に下方の方が上
方よりも大きくなる。
【００３０】
高周波誘導加熱により管の温度が上昇し配管内部の水の温度が上昇すると、温度が上昇し
た水は上方に移動する。すなわち、対流が起きる。対流により、高周波誘導加熱で発生し
た熱のうち、管内表面から水に伝達される熱の一部分は上方に移動する。
【００３１】
仮に、加熱コイルと配管の外表面の距離が配管の軸方向全体にわたって一様であれば、加
熱コイルから負荷される高周波誘導により配管で発生する熱量は、軸方向で一様となる。
また、配管内面で管から水に伝達される熱量は、上方と比較して下方の方が大きいため、
管の上方と下方とで断面内の温度分布が異なる結果になり、配管内面に発生している引張
残留応力を均一に低減できない可能性がある。
【００３２】
一方、本実施例で示したように、管の外表面と加熱コイルとの距離を、下方の方が上方よ
りも小さく設置した場合では、下方の方が発熱量が大きくなるため、下方において管内面
から水に伝達される熱量が、上方よりも大きい場合に、配管全体では軸方向のどの位置で
も内外表面の温度差は一様にすることができる。結果として配管内面の溶接部位に圧縮残
留応力を発生させることができる。
【００３３】
なお、図１に示した実施例と同様に、本実施例においてもスペーサーとスペーサーの間に
断熱材を入れることにより、配管の加熱を効率良く行うことが可能であるため、断熱材を
入れた構成としても良い。
【００３４】
また、スペーサーにより保持される加熱コイルと配管の表面の距離を軸方向において一定
とし、加熱コイルの間隔を下側の方を密にした構成として、下側の発熱量を大きくするこ
とにより配管の軸方向の温度分布を制御しても良い。
【００３５】
上記の各実施例において、配管内面に接触している水が沸騰して熱伝達が低下することや
対流が起こることを防止するために、配管の内部を流れている冷却流体を加圧し、その加
圧された流体を配管内部に流して冷却しても良い。
【００３６】
上記各実施例において、加熱コイルに供給する高周波電流の周波数は、時間によらず一定
とした。次に、図７に示すような時間とともに高周波電流の周波数が変化する方法につい
て説明する。
【００３７】
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加熱コイルに供給される高周波電流の周波数と、配管の外面に誘導電流が発生する深さと
の関係は、周波数が高いほど浅くなる。図８に配管１の周囲に加熱コイル１１を設置して
周波数ｆｈおよびｆｌ（ｆｈ＞ｆｌ）で加熱したときの配管の評価ライン４１ｂに沿った
温度分布を示す。図中のグラフの横軸には配管内面からの距離をとっており、原点Ｏが配
管内面を示し、破線４３で示す位置が配管外面を示す。周波数がｆｈの場合とｆｌの場合
を比較すると、発熱する領域は周波数が低い領域の方が深い。そのため、評価ライン４１
ｂに沿った分布は、周波数が高い場合と低い場合について相対的に示すとそれぞれ曲線５
１ａおよび５１ｂのようになる。コイルの周波数を図７に示すように、周波数ｆｈの時間
をｔｈとし、周波数ｆｌの時間をｔｌとして、このサイクルを繰返すことにより、配管の
表面付近が加熱される場合と深い領域が加熱される場合とが重畳し、図８の実線５２で示
す温度分布となる。配管内面の近傍における温度分布の勾配は、周波数がｆｈまたはｆｌ
を単独で負荷した場合である５１ａまたは５１ｂと比較して、５２の方が大きい。厚さが
厚い場合には、内面で発生する熱応力は温度分布の勾配に依存して大きくなる。そのため
、負荷する周波数をｆｈとｆｌを交互に用いることにより、配管内面に発生する熱応力を
引張側で大きくすることができ、結果として配管内面の残留応力を圧縮にすることができ
る。
【００３８】
本発明のさらに他の実施例を図９を用いて説明する。上記各実施例では、配管内面の残留
応力を改善する部位に対して１個の加熱コイルを配置しいた。本実施例では、ノズル１０
１および配管１０２の軸方向の位置において、複数の加熱コイル１１１、１１２、１１３
を用いて行い、それぞれの加熱コイルにおいて、加熱コイルが面する配管の外面の温度を
、配管外面に取付けれた熱電対１３１、１３２、１３３により測定し、図中に図示してい
ない熱電対の起電力をケーブルを介して温度測定装置に伝え、次にＡＤコンバーターを介
して制御装置に送り、加熱コイルに負荷する電流を制御しながら配管を加熱することを特
徴としている。
【００３９】
図９に示すユニット１４１、１４２、１４３は加熱コイル１１１、１１２、１１３のそれ
ぞれに電流を負荷するための制御装置、電源、トランス、および冷却水循環装置をまとめ
て示している。
【００４０】
本実施例は、溶接部位の配管の管厚さが溶接部位近傍で変化する配管に適用した例である
。溶接部位とその周囲の管厚さを比較したときに、周囲の管厚さが大きく変化する部位を
１組の加熱コイル１１０で加熱した場合の温度分布を図１０を用いて説明する。ノズル１
０１に配管１０２が溶接部位２で接合されている場合であり、１組の加熱コイル１１０で
加熱した場合である。１００℃、３００℃、および５００℃の等温線を図注に実線１５１
、実線１５２、および実線１５３で示す。溶接部位近傍で発熱した熱が熱伝導により管厚
さが厚い領域に移動していく。そのため、溶接部位では所定の温度差を発生させることが
できない。なお、図示していないが、管厚さが厚い部位で所定の温度差を発生させようと
すると、逆に溶接部位の温度が過度に高くなる。そのため、溶接部位に圧縮残留応力を発
生させることができない。
【００４１】
一方、図９に示すような３組の独立した制御系を有する加熱コイルにより加熱した場合の
温度分布を図１１を用いて説明する。加熱コイル１１１と１１２により溶接部位２および
その近傍と配管１０２が加熱される。また、厚さが配管１０２と比較して厚くなるノズル
１０１の部分は、加熱コイル１１３により、加熱コイル１１１および１１２よりも強い出
力で加熱される。そのため、ノズル１０１の領域の１００℃、３００℃、および５００℃
の等温線である実線１５１、１５２、および１５３の形は、図１０の場合と異なり深くま
で高温域を広げることが可能となる。結果として、１組の加熱コイルで加熱した場合と比
較して、３組の加熱コイルで加熱した場合の方が絶対値の大きい圧縮残留応力を配管の内
面に発生させることができる。
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【００４２】
なお、本実施例では、電源とトランスを各組のコイル毎に設けたが、電源とトランスを１
組として、１組の電源とトランスと、各コイルとの間にリレー機構を有する制御盤を介す
る構成としても良い。
【００４３】
また、本実施例では、加熱コイルに供給する電流を制御するために配管表面の温度を熱電
対により測定する構成としたが、配管表面に誘起されている誘導電流または電圧を測定し
、その値を求めて加熱コイルに供給する電流を制御しても良いし、１個のコイルを配管の
軸方向に移動させ、移動した部位毎に発熱量を変化させるようにしても良い。
【００４４】
次に、配管の材料特性が配管の中心軸に沿う方向で変化する場合について説明する。図９
において、溶接部位２の強度が配管１０２の強度よりも大きい場合である。配管の材質は
、タイプ３０４ステンレス鋼である。溶接金属部位と配管の母材を比較すると、強度は溶
接部位のほうが高い。このように材強度が異なる領域に、配管の内面と外面に発生する温
度差が等しくなるように加熱を行うと、配管側の強度の方が溶接金属側と比較して小さい
ため、配管側では溶接金属部から引張の熱荷重を受けることにより降伏し引張の塑性ひず
みが発生する。溶接金属部においても引張の塑性ひずみが発生するが、配管側と比較する
と小さい。加熱を停止し、全体が均一な温度になった時点で、管内面に発生している塑性
ひずみは配管側の方が溶接金属部よりも大きくなっている。そのため、溶接金属部と配管
の境界では、溶接金属部位に引張残留応力を付与してしまう。このように、溶接金属部に
引張残留応力を発生させてしまうのを防止するために、図９において、独立に高周波電流
を制御できる構成において、加熱コイル１３２を溶接部位２に設置し、また、加熱コイル
１３１を配管側に設置して、溶接部位２で発生する内外面の温度差の方が、配管側で発生
する内外面の温度差と比較して小さくなるように設定すれば良い。発生する温度差を小さ
くする割合としては、配管と溶接部位の強度の比から見積もれば良い。タイプ３０４ステ
ンレス鋼では、母材の強度は２７０ＭＰａであり、溶接部位は４００ＭＰａであるので、
約０．６７倍となるように調節すれば良い。このように、配管の材料特性が配管上の範囲
により異なる場合には、材料特性が異なる範囲ごとに加熱コイルを設置し、それぞれの領
域に対して高周波電流の制御を行えば良い。
【００４５】
本発明のさらに他の実施例を、図１２を用いて説明する。本実施例は、突合せ溶接部位の
管内表面の軸方向の引張残留応力を低減させるのに有効な方法である。２組の加熱コイル
２１１と加熱コイル２１２を溶接部２を挟む領域に設置する。また、配管の溶接部２の外
面には、加熱中に配管の溶接部２の外面を冷却するための水噴射用のノズル２２１と水の
回収機構２２２からなる冷却機構を設けている。このような配置で、加熱コイル２１１と
加熱コイル２１２と冷却機構を溶接部の周囲に設置した後に、冷却機構の水回収機構２２
２を作動させ、次に水噴射用のノズル２２１から冷却水を噴射させる。冷却機構を配管の
軸方向に挟む配置で設置した２組の加熱コイルのそれぞれに高周波電流を負荷する。
【００４６】
冷却機構による溶接部位表面の冷却と、２組の加熱コイルによる加熱を行ったときの配管
断面の変形および等温線を図１３に示す。図１３において、実線２５１、実線２５２、実
線２５３、および実線２５４はそれぞれ１００℃、２００℃、３００℃、および４００℃
の等温線を示している。加熱コイル２１１および加熱コイル２１２から配管の外面近傍に
誘導される誘導電流により、コイルに面する領域の温度が上昇し、また、高温域は熱伝導
により配管内部に広がっていく。また、溶接部位は水冷却されているため、加熱している
領域と比較すると温度上昇は小さい。このとき、加熱領域は温度上昇により径方向に膨張
する変形が起きる。一方、溶接部位は冷却脚機構により冷却されているため径方向の変形
は加熱領域と比較すると小さい。そのため、溶接部位は内外表面ともに内側に凸の変形を
起こす。このような変形の形態では、配管の軸方向応力は、内面で引張、外表面で圧縮と
なる。また、周方向応力は、内面および外面でともに圧縮となる。
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【００４７】
溶接残留応力が発生している配管に対して、上記に記載したような熱応力が加えられ、そ
の後に加熱を停止し全体が均一な温度になったときに、配管の溶接部位の内面の軸方向応
力は圧縮となる。
【００４８】
本発明のさらに他の実施例を図１４を用いて説明する。本実施例は、突合せ溶接部位の管
内表面の周方向の引張残留応力を低減させるのに有効な方法である。水噴射用のノズル２
２１と水回収機構２２２から構成される２組の急冷機構を溶接部２を挟む領域に設置する
。また、配管２０１の溶接部位２の外面には、配管の溶接部位２の外面を加熱するための
加熱コイル２１１を設けている。このような配置で、冷却機構と加熱コイル２１１を溶接
部の周囲に設置した後に、冷却機構の水回収機構を作動させ、次に水噴射用のノズルから
冷却水を噴射させる。２組の冷却機構に軸方向で挟まれる配置で設置した加熱コイル２１
１に高周波電流を負荷する。
【００４９】
２組の冷却機構による溶接部位表面の冷却と、加熱コイルによる加熱を行ったときの配管
断面の変形および等温線を図１５に示す。図１５において、実線２５１、実線２５２、実
線２５３、および実線２５４はそれぞれ１００℃、２００℃、３００℃、および４００℃
の等温線を示している。加熱コイル２１１から配管の外面近傍に誘導される誘導電流によ
り、コイルに面する領域の温度が上昇し、また、高温域は熱伝導により配管内部に広がっ
ていく。また、その周囲では冷却機構により水冷却されているため、加熱している領域と
比較すると温度上昇は小さい。このとき、加熱領域は温度上昇により径方向に膨張する変
形が起きる。一方、溶接部位は冷却脚機構により冷却されているため径方向の変形は加熱
領域と比較すると小さい。そのため、溶接部位は内外表面ともに外側に凸の変形を起こす
。このような変形の形態では、配管の軸方向応力は、内面で圧縮、外表面で引張となる。
また、周方向応力は内外面で引張となる。
【００５０】
溶接残留応力が発生している配管に対して、上記に記載したような熱応力が加えられ、そ
の後に加熱を停止し全体が均一な温度になったときに、配管の内面の溶接部位の周方向応
力は圧縮となる。
【００５１】
本発明のさらに他の実施例を図１６と図１７を用いて説明する。本実施例は、配管内表面
の溶接部位に割れがある継手の場合である。本実施例では、最初に配管溶接部の溶接金属
、溶接熱影響部に割れの有無を検査する。検査方法は、既設配管の内面の欠陥を検出する
必要があるため超音波探傷を用いる。
【００５２】
検査の結果、割れが検出された場合に、割れの進展を抑制させるのに好ましい温度分布を
図１６を用いて説明する。図１６は、溶接部位の欠陥先端から配管外表面までの評価ライ
ン３７１、および欠陥がない部分の配管の内面から外面までの評価ライン３７２に沿った
、割れの進展を抑制するのに好ましい温度分布である。図中のグラフの横軸は配管内面か
らの距離をとっており、破線３８１は配管の内面を基準としたときの欠陥の先端の位置で
ある。また、破線３８２は配管の外面の位置である。
【００５３】
上記のような温度分布を発生させるためには、配管の欠陥部位の外面の加熱を周囲と比較
して浅くなるように調節する必要がある。そのような温度分布を与える加熱方法を図１７
を用いて説明する。図１７では、３組の加熱コイルを用いて加熱を行っている。割れが検
出された溶接部の加熱は周波数を高くして温度分布を発生させる。このような施工装置に
より割れ先端部分に所定の温度分布を付与することにより、発生している割れに対してそ
の先端部分に圧縮残留応力を発生させることができ、その結果、割れの進展を遅くするこ
とが可能となる。
【００５４】
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本実施例では、３組の加熱コイルを用いる場合を示したが、１組の加熱コイルで、割れが
検出された部位の加熱コイルとの間隔だけを広くしたり、加熱コイルの巻き間隔を割れが
検出された部位のみ広くしても良い。
【００５５】
本発明のさらに他の実施例を図１８を用いて説明する。本実施例は、沸騰水型原子炉発電
プラントの場合である。原子炉圧力容器７００に取付けられた配管７１０と、循環ポンプ
７２０と、ライザー管７３０によって、沸騰水型原子炉発電プラントの一つの配管系であ
る再循環系が構成される。多数の曲管および直管等を溶接にて接合することによって、再
循環系配管が組立てられる。
【００５６】
原子炉圧力容器７００と再循環系配管の組立てが完了した後に、再循環系配管に水を流し
ながら配管外面を加熱コイルにより加熱する。直管と直管の溶接部位として図１８中に示
した溶接継手７４１、ノズル形状の部位として溶接継手７４２、配管の形状が変化する部
位として溶接継手７４３などに適用できる。
【００５７】
配管の中心軸が鉛直方向になる直管どうしの継手７４１に対しては、図６に示したように
、配管内面の残留応力を圧縮応力化できる。また、ノズル形状の部位である溶接継手７４
２に対しては、図示した方法により配管内面の残留応力を圧縮にすることができる。溶接
継手７４３に対しては、配管表面の形状に沿ったスペーサーおよびスペーサー治具を予め
製作しておき、スペーサーに加熱コイルを取付けた加熱コイルユニットを予め製作してお
き、それを溶接継手７４３の部位に取付けて配管内に炉水を満たしておいて外面を加熱コ
イルにより加熱することによって、配管内面に圧縮残留応力を発生させることができる。
【００５８】
沸騰水型原子炉発電プラントの再循環系配管に、本実施例の方法を適用する場合は、配管
内に炉水が満たされているため、配管内面に新たに冷却材を準備する必要がない。なお、
上記説明では沸騰水型原子炉プラントを例にとっているが、加圧水型原子炉プラントおよ
び重水炉プラント等の他の原子力発電プラント、火力プラントおよび化学プラント等の配
管系に対しても同様に本発明を適用することができる。
【００５９】
【発明の効果】
以上述べたように本発明によれば、プラントの配管系を組立てた後に、配管系が有する配
管内面に圧縮残留応力を発生させることができるので、配管系の応力腐食割れを防止する
ことができる。さらに、熱処理に必要な加熱コイルを容易に設置できる。また、配管内面
の溶接金属部位に圧縮残留応力を発生させることができ、配管系の信頼性が向上する。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る熱処理装置の一実施例の模式図である。
【図２】本発明に係る加熱コイルの一実施例の部分斜視図である。
【図３】本発明に係る加熱装置の一実施例の横断面図である。
【図４】本発明に係る加熱装置の一実施例の横断面図である。
【図５】配管の管厚さ方向の温度分布を説明する図である。
【図６】本発明に係る熱処理装置の他の実施例の模式図である。
【図７】加熱コイルに負荷する高周波電流の例を説明する図である。
【図８】加熱コイルによる温度分布を説明する図である。
【図９】本発明に係る熱処理装置のさらに他の実施例の模式図である。
【図１０】従来の配管熱処理を説明する図である。
【図１１】本発明に係る配管熱処理を説明する図である。
【図１２】本発明に係る配管熱処理装置のさらに他の実施例の模式図である。
【図１３】配管の変形を説明する図である。
【図１４】本発明に係る熱処理装置のさらに他の実施例の模式図である。
【図１５】配管の変形を説明する図である。
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【図１６】配管の温度分布を説明する図である。
【図１７】本発明に係る熱処理装置のさらに他の実施例の模式図である。
【図１８】本発明に係る熱処理装置の適用例の斜視図である。
【符号の説明】
１、１ａ、１ｂ…配管、２…溶接部位、１１…加熱コイル、１２…スペーサー、１３…ス
ペーサー周方向取付治具、１４…電流ケーブル、１５…冷却水循環ホース、１６…トラン
ス、１７…電源、１８…制御装置、１９…冷却水循環装置、２０…電流検出器、２１ａ…
温度計測機、２１ｂ…二次電流計測機、２２…熱電対、２３…ケーブル、２４…ボルト、
２５…断熱材、１０１…ノズル厚肉部、１０２…配管、１１０…加熱コイル、１２０…ス
ペーサー、１３１…温度測定用熱電対、１４１…電源・冷却水循環装置・制御装置、１５
１…等温線、２０１…配管、２１１…加熱コイル、２２１…水シャワー機構、２２２…水
回収機構、３６０…割れ、７００…沸騰水型原子炉圧力容器、７２０…循環ポンプ、７３
０…ライザー管。
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】 【 図 １ ５ 】
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【 図 １ ６ 】 【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】
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